
本論文は、国際Ｐ２Ｍ学会論文誌に掲載済みである。 
 
玉木欽也，佐久田博司，中邨良樹，高松朋史，新目真紀，“P2M を適用したプロジェクト型
学習とアクティブラーニングを融合したグループワーク演習の設計: 未来戦略デザイン・ビ
ジネスプロデューサーのオンライン教育に向けたハイブリッド型学習プラットフォームの
システム概念の提案，” Journal of International Association of P2M，Vol.15 No.2, pp.85-99, 
2021 
 
本論文は、著作権を共有する国際 P2M 学会および上記 5 名の著者により掲載が許可され
た。 
 



Journal of International Association of P2M 
Vol.15 No.2, pp.85-99, 2021 
研究論文 
 

† 
†† 

青山学院大学 
職業能力開発総合大学校 

85 

P2M を適用したプロジェクト型学習とアクティブラーニングを融合し

たグループワーク演習の設計: 
未来戦略デザイン・ビジネスプロデューサーのオンライン教育に向けたハイブリッド型学習

プラットフォームのシステム概念の提案 

Designing Group Work Exercises Integrated Project-Based Learning and  
Active Learning Applying P2M: 
Conceptual System Proposal of Hybrid Learning Platform for Online Education of "Future 
Strategy Design Business Producers" 

玉木 欽也 Kinya TAMAKI† 

佐久田 博司 Hiroshi SAKUTA† 

中邨 良樹 Yoshiki NAKAMURA† 

高松 朋史 Tomofumi TAKAMATSU† 

新目 真紀 Maki ARAME†† 

 

本研究の目的は、「未来戦略デザイン・ビジネスプロデューサー」育成に向けたグループワ

ーク演習の新たな教育方法を提案することである。本論文では、2015 年度から現在まで開講さ

れている青山学院大学経営学部の専門科目「グローバル製品戦略Ⅱ」を研究対象として、この

グループワーク演習の全体授業計画を示す。なお、このグループワーク演習の新たな教育方法

の特色は、P2M に対応づけて、さらにプロジェクト型学習とアクティブラーニングを組み合わ

せていることである。新型コロナ禍の影響で 2020 年度からオンライン授業が導入されたが、次

の研究目的は、今後、対面授業とオンライン授業の双方にも対応できるオンライン学習環境の

整備に向けて、ハイブリッド型学習プラットフォームのシステム概念を提示することである。 

キーワード： P2M、PBL、アクティブラーニング、オンライン授業、学習環境システム 

 

The purpose of this research is to propose a new educational method for group work exercises aimed at 

fostering "future strategic design business producers". This research paper presents the overall lesson plan 

for the group work exercise, focusing on the specialized subject "Global Product Strategy II" of the Faculty 

of Business Management at Aoyama Gakuin University, which has been offered from 2015 to the present. 

The feature of the new educational method of the group work exercise is that it corresponds to P2M and 

further combines project-based learning and active learning. Online lessons were introduced in 2020 due 

to the influence of the new corona, and the next research purpose is to present a system concept of the 

hybrid learning platform that can handle both face-to-face lessons and online lessons. 

Keywords: P2M, project-based learning , active learning, online lessons, learning environment system 
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1. はじめに 

研究チームは、産学連携により「プロジェクト型学習 (PBL: Project Based Learning」と、

「アクティブラーニング(AL: Active Learning)」の双方を融合したグループワーク演習の新た

な教育方法の研究開発や、教育組織および学習支援の運営方法、さらに学習環境システムの

研究開発に取り組んできた。それらを活用した人材育成の目標とした新たな人材像を、「未

来戦略デザイン・ビジネスプロデューサー(Future Strategy Design Business Producers)」と

呼称することにした。この「未来戦略デザイン・ビジネスプロデューサー（以下、「ビジネ

スプロデューサー」と呼ぶ）」が担当する任務と人材像については、後に詳述する。産学連

携による具体的な活動成果の一つとして、テキスト『スマート製品サービスとプラットフォ

ーム・サービスの「未来戦略デザイン・プロデューサー」』[1] を共同執筆することができた

ことである。 

なお、文部科学省は，大学教育の質的転換を図り汎用的能力を持つ者を育成することを目

的に、学生が主体的に問題を発見し解を見いだしていく能動的な学習方法の一つとして Pro-

ject Based Learning（PBL）を推奨している[2]。近年、高等教育機関を中心に社会的課題解決を

目的とした PBL の実践が報告されている。 

一方、アクティブラーニング(AL)とは、グループに依拠した学習効果を高める協同学習の

理論に基づいている。協同学習は、受講者たちがともに課題に取り組むことにより、自分の

学びと仲間の学びを最大限に高めようとする、小グループを活用した指導法である[3]。 

 

以上の研究背景と成果に基づき、このビジネスプロデューサーの授業実証事例として、研

究代表者は青山学院大学経営学部の専門科目の一つとして、2015 年度から「グローバル製品

戦略Ⅰ（前期科目）とグローバル製品戦略Ⅱ（後期科目）」を、現在まで継続して担当して

いる。前者の「グローバル製品戦略Ⅰ」では、前述のテキストを用いて、後期授業の準備学

習となるビジネスプロデューサーが予め習得しておくべき専門知識や各種の手技法を教授す

るために、対面講義型の授業を実施してきた。 

本研究対象として、経営学部の学部生（2・3・4年生）に向けたビジネスプロデューサーの

実践能力の養成を目指して、後者の「グローバル製品戦略Ⅱ」に対する授業実証事例に焦点

を絞る。そこで本研究の目的として、後者の「グローバル製品戦略Ⅱ」を研究対象として、

まず、PBLと AL を融合したグループワーク演習の具体的な教育方法と教育目標、全体的な授

業計画の考え方を示す。次に、今後、グループワーク演習を対面授業とオンライン授業を組

み合わせた学習環境を想定して、新たな「ハイブリッド型学習プラットフォーム」のシステ

ム概念を提案する。このグループワーク演習の新たな教育方法の特色は、P2Mに対応づけて、

さらにプロジェクト型学習とアクティブラーニングを組み合わせていることである。 

 

本論文の構成を以下示す。 



Journal of IAP2M  K TAMAKI, et al.     
 

Vol.15 No.2 (Mar., 2021) 
 

87 

 第２章では、授業実証事例として取り上げた「グローバル製品戦略Ⅱ」を研究対象とし

て、ビジネスプロデューサー育成に向けて、P2M と PBL/ALを対応づけた「グループワーク演

習の教育方法」考案をする。具体的には、「グローバル製品戦略Ⅱ」の全体授業計画を立案

する。その全体授業計画の中で、プログラムマネジメントに対応する PBLの教育範囲と、プ

ロジェクトマネジメントに対応する ALの教育範囲を示す。 

 第３章では、「グローバル製品戦略Ⅱ」における PBLの仮想プログラムのテーマ設定と、

プログラム／プロジェクトの「使命表明」として、本授業の受講者全員に対して【プログラ

ムミッションステイトメント】を明示する。 

 第４章では、ALのプロジェクトマネジメントの活動として、受講者全員に対するチーム編

成と、さらに 1つのチーム内に 4つのグループに分割した協同学習（協働管理）の仕方に言

及する。 

 最後の第５章では、2015年度から昨年度までは、対面授業でこのグループワーク演習を実

施してきた。しかし、2020 年度はコロナ禍の影響で、多くの大学教育ではオンライン授業が

一斉に導入された。今後も新型オンライン授業と対面授業が併用されるハイブリッド型の授

業形態や、オンライン授業の中でも、同期型（リアルオンライン）や非同期型（オンデマン

ド）など、様々な授業形態に対応できる学習環境の整備に向けて、新たな「ハイブリッド型

学習プラットフォーム」のシステム概念を提案する。 

 

２．ビジネスプロデューサー育成に向けた P2M と PBL/ALを対応づけた「グルー

プワーク演習教育方法」の考案 

 本章では、2.1 節にて「ビジネスプロデューサー」の人材像を提示し、グループワーク演習

の教育目標を示す。さらに、このビジネスプロデューサーの新たな教育方法と P2M を関連づ

けた意義について述べる。2.2 節に、「グローバル製品戦略Ⅱ」を研究対象として取り上げ、

全体授業計画を示す。そして、その全体授業計画の中で、プログラムマネジメントに対応す

る PBL の教育範囲と、プロジェクトマネジメントに対応する AL の教育範囲を示す。 

 

2.1 ビジネスプロデューサーの人材像と P2Mとグループワーク演習の関連性 

 この「未来戦略デザイン・ビジネスプロデューサー」が担当する任務と人材像について

は、『デジタル時代においてプラットフォーム、アプリケーションソフト、スマート製品

や、それらに関連したサービスを駆使して、経営組織において未来志向の戦略使命とビジネ

スモデルの事業構想を描き、組織においてそれらの使命の実行を指揮できる実践的リーダ

ー』と考えている。 

このビジネスプロデューサーの新たな教育方法として P2Mを関連づけた意義は、企業経営

において新規のプログラム／プロジェクトマネジメントを推進することを想定した PBLと、

異なる任務を担うそれぞれの実践的リーダー同士が協同学習および協働管理をすることを想

定した AL」の 2種を融合して、実践能力(Competency)の向上を目指すことにある。 
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PBL は、プログラム全体に対して、目標の設定、解決案の策定、ビジネスプロセスに対応し

た「ロジカルシンキング」と「実践行動」の訓練に効果がある。ALは、プロジェクトごとの

協同学習を基礎にして、受動から能動的な姿勢へと態度変容を促し、自らの成長と発展に

「自律的な学習ループ」の形成に効果が期待できる。すなわち、本研究における教育方法の

特色は、まず、P2Mにおけるプログラムマネジメントを PBLに対応づけ、次にプロジェクトマ

ネジメントを AL に対応づけ、さらに相互を融合したことである。そして、そのように融合さ

れた総合的な「ビジネスプロデューサー」育成プログラムの最終的な教育目標を、未来志向

の「事業構想書」を策定できる能力を養成することとして定めたことである。 

以上のことにより、本グループワーク演習の設計・開発・実証は、P2Mおよび 3Sモデルに

関連したリーダーシップ、構想力、論理思考力、課題解決力、協同マネジメント力などに対

する総合的な能力向上に重要な意義をもつといえる。 

 

2.2 グローバル製品戦略Ⅱの全体授業計画および P2M/3Sモデルと PBL/ALの対応 

 図 2-1 に、｢グローバル製品戦略Ⅱ｣の全体授業計画の例を示した。全受講者を、第 2 回目の

授業回に、科目担当者がいくつかのチームに編成する。それぞれのチーム内に、後述する AL

に従事する 4 つのグループ(G1/G2/G3/G4)へ受講者を分けて、このグループワーク演習を後期

の半期科目として実施運営している（なお、各グループは 2～3 名ずつとし、チーム数は、そ

れぞれの年度の履修者数によって変動させている）。以下では、この全体授業計画を設計す

る際に、どのように P2M/3S モデルと PBL/AL を相互に対応づけて、「グループワーク演習の

教育方法」を考案したのかのポイントについて記述する。 

 なお、吉田・山本他[4] [5] [6]は、P2M のフレームワークの中で「3S モデル」を提唱してい

る。その 3S モデルとは、スキームモデル（Scheme：事業構想）、システムモデル(System：

システムの構築)、サービスモデル（Service：事業の運営と成果の獲得）で示している。 

 

最初の第 5 回目までの授業共通回では、チーム全体の「プログラムマネジメント」に相当

する。前述したオーナー（講師）側で提示する「プログラムミッションステイトメント」に

対して、3S モデルの中で特にスキームモデル（Scheme：事業構想）の一部に関係する。具体

的には、各チームがどのようなプラットフォームとアプリケーションソフトの新製品サービ

ス企画をするのかを決め、チームごとに「事業コンセプト書」を編纂して成果物として提出

する。なお、この「事業コンセプト書」は、スキームモデルの中の「プロファイリングマネ

ジメント」に対応するもので、①プログラムの意図を表現し、②利害関係者の分析を行い、

③実現のためのシナリオを作成するのである[2]。  

チームごとの「事業コンセプト書」に基づいて、第 6 回から第 13 回までは AL による各グ

ループ(G1/G2/G3/G4)が担当する職務内容（教育内容）に従事する。この段階は、3S モデルと

の中で特に「システムモデル(System：システムの構築)」の一部に相当するもので、主に「プ
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ログラム戦略マネジメント」に関係し、外部環境と内部環境を分析して、各チーム／グルー

プの打ち手を決める作業である。 

第 14 回から第 15 回目までは、今までのプログラムマネジメント&プロジェクトマネジメン

ト活動の成果物として、チームごとの「事業構想書」を編纂し、提出する。 

なお、各回授業のプログラムマネジメント&プロジェクトマネジメント活動として実践され

るグループワーク演習を円滑に遂行するために、それぞれの授業内容にマッチングした実習

手順、実習方法、ヒントを示した「ワークシート(WS)」を予め設計・製作して、講義時には

実習の進め方を解説していることが、授業準備上の特色といえる。 

さらに、教育組織体制の中で学習支援の特色として、それぞれにチームおよびグループに

は、担当する TA/SA（スチューデントアシスタント）が付き、グループワーク演習中におけ

る質疑応答、さらに各授業回の提出物に対しては、共通した評価基準を定めたうえでフィー

ドバックをしていることでる。このようなきめ細やかな学習支援の方法により、以上述べて

きた受講者にとって非常に複雑で高度な教育方法と思われる「グループワーク演習」を、授

業途中で離脱することや、複数の受講者でグループワークする際にフリーライダーがでるこ

とを、抑制することができたと思われる。これらのことは今まで対面授業であった時には実

現できたが、最終章で取り扱う 2020 年度後期のオンライン授業では、このような細やかな学

習支援が非常に難しくなったことを問題提起したい。 

 

 

図 2-1 2019 年度後期の｢グローバル製品戦略Ⅱ｣の全体授業計画の例 

  

回 日 G1授業概要 G2授業概要 G3授業概要 G4授業概要
1 2019年9月24日 イントロダクション：前期で考案した製品サービスの復習、SDGsについての学習
2 2019年9月24日 オリエンテーション：後期授業の流れとSDGsテーマの選定
3 2019年10月1日 事業コンセプト書①：アプリケーション・先端技術、スマートタウン、ペルソナ、顧客行動プロセス（事前・事

中・事後）
4 2019年10月15日 事業コンセプト書②：製品・サービスコンセプト、ビジネス概要①②③④
5 2019年10月29日

6 2019年11月5日 事業コンセプト③：ビジネス整理、プラットフォーム・サービス
・業務プロセス⑦ ・顧客行動プロセス⑪ ・製品イメージ⑰ ・プラットフォーム㉓

7 2019年11月12日 ・商品企画⑫ ・事例研究⑱ ・事例研究㉔
8 2019年11月19日 ・ ビジネスプロセス・プ

ラットフォーム（G1,G4共
通）⑤

・製品企画⑬ ・モバイル製品アーキ
テクチャ⑲

・ビジネスプロセス・プ
ラットフォーム（G1,G4共
通）㉕

9 2019年11月26日 ・コンテンツとフローチャー
ト（G4と協力）⑭

・製品サービス対応
（G3,G4共通）⑳

・製品サービス対応
（G3,G4共通）㉖

10 2019年12月10日 ビジネスモデルキャンバス⑧ ・製品・スマホアプ
リケーションコンテ
ンツ（G2と協力）㉑
EBOM事例研究

・プラットフォーム内の
処理プロセス（アルゴリ
ズム）のフローチャート
（G2と協力）㉗

11 2019年12月17日 ・製品・スマホアプリケー
ションコンテンツ（G3と協
力）㉑
タッチポイント・チャネル考
察⑮

12 2019年12月24日 ・収益モデル⑨ ・プロモーションの誘導後の
コンテンツ考案：WEBペー
ジ／階層図⑯

・ユーザビリティ・
製品スマホアプリコ
ンテンツ㉒

㉖処理プロセス㉘
13 2020年1月7日 ・事業コンセプト⑩

14 2020年1月16日 事業構想書 フィードバック①
15 2020年1月21日 事業構想書 フィードバック②
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３．PBL におけるプログラムミッションステイトメントとグループワーク演習のテーマ設定 

 図 3-1 に、2020 年度後期の「グローバル製品戦略Ⅱ」における【プログラムミッションス

テイトメント】を示す。これは、3S モデルにおけるスキームモデル（Scheme：事業構想）の

前提となる【プログラムミッションステイトメント】を、講師側が、共通授業の第 2 回にお

いて、チーム／グループ編成をする事前準備として、受講者に最初に提示したものである。 

 

 図 3-1 2020 年度「グローバル製品戦略Ⅱ」の【プログラムミッションステイトメント】 

 

 「グローバル製品戦略Ⅱ」のグループワーク演習において、PBL の仮想プログラムマネジ

メントのテーマ設定として、「ビジネスプロデューサー」の自社の立場は、製品やサービス

の供給者側と、それらを購入・使用したい顧客側との双方を、アプリケーションソフトとそ

れを運用するプラットフォームで結ぶプラットフォーフォーマーの役割を担うことにした。 

【プログラムミッションステイトメント】 

 自社は、「プラットフォーム」の構築・運営管理と、「アプリケーションソフト」の新

製品サービス企画・運営管理することによって、個々の顧客に対して総合サービス（事

前・事中・事後サービス）を提供する役割を担う。その総合サービス提供時には、顧客が

携帯している「スマートフォン」と連動して、顧客が同時に利用できる「先端技術(IoT、

AI,VR/ARなど）)を搭載した「スマート製品サービス」を介して、サービス提供を実現す

る。 

 自社は、上記の事業を実現するバリューチェーン上の「各種のステークホルダー」と戦

略提携し、マルチサイド・プラットフォーム・ビジネスモデルを実現する「プラットフォ

ーマー企業」の役割を果たす。 

①自社の「プラットフォーム」と「アプリケーションソフト」による「デジタルマーケテ

ィング」を中核技術とする。そのデジタルマーケティングとして、総合サービス（事前・

事中・事後サービス）を提供する時に、「“個客”番号 ID付きの情報の収集・蓄積・解

析・処理」を実現する。 

②自社のパートナー企業：スマートフォンの通信事業者や、GPS/地図情報の事業者と戦略

提携し、上記の「“個客”番号 IDと位置データ付きの顧客行動データの収集・蓄積・解

析・処理」を実現する際に、自社の経営資源のみでは実現できないことを、パートナー企

業に支援・協力してもらうこととする。 

 

 なお、自社のプログラム／プロジェクトマネジメントを推進するチーム／グループの組

織体制は、：G1；ビジネスモデル、G2；製品サービス企画とプロモーション、G3;スマー

ト製品サービス、G4；プラットフォームマネジメントとする。 
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なお、このプラットフォームに関するビジネルモデルのタイプは、ICT（情報通信技術）を

活用した「マルチサイド・プラットフォーム(MSP)」と呼ばれものである[7] 。この MSP と

は、製品やサービスを提供するプレイヤー側と、それを利用したい顧客との間を結ぶプラッ

トフォームや、ツールを運営することで、双方でそれらの製品サービスを提供・利用する取

引を仲介する役割を果たすことで、新しい収益の流れをつくりだすこととされている。例え

ば、基本ソフト(OS)を提供している Google やマイクロソフト、物品やサービスあるいはコン

テンツなどを提供するプラットフォームを担っている Apple、アマゾンなどがある。 

 

以上述べてきたように、「ビジネスプロデューサー」育成の最終的な教育目標は、自社に

おける各部門（AL による G1/G2/G3/G4）からアサインされて仮想的なプログラム／プロジェ

クトマネジメントに参画して、マルチサイド・プラットフォームのビジネスプロセス上に関

係するステークホルダーと協働して、新たなプラットフォームとアプリケーションソフトを

企画する「事業構想書」をつくりあげられる能力を養成することを、このグループワーク演

習の最終的な教育目標としている。 

 

４．ALによる各チーム／グループが担当して協同学習をする職務内容 

受講生は、チームごとに図 3-1 に示した「プログラムミッションステイトメント」を達成す

る事業部門に配属される。例えば、経営企画部門「G1 ビジネスモデル」、マーケティング部

門「G2 製品企画とプロモーション」、製品開発部門「G3 スマート製品サービス」、情報シ

ステム部門「G4 プラットフォームマネジメント」の業務を担い、協同学習を進めていくこと

にした。 

G1～G4 のプロジェクトマネジメント活動には 2～4 名の受講者がアサインされ、1 グル

ープは 8～12 名で構成するようにチーム編成を行う。「グローバル製品戦略Ⅱ」の履修登録

者が決定した後の共通授業の第 2 回目に、講師側がチーム編成を行うことにした。なお講師

側では、個々の受講者のチーム配属のみを決め、受講者同士でどのグループを担当するのか

は話し合いで決めせている。さらにその後で、チームリーダーと、グループ内でグループリ

ーダー、その他の役職も、受講者同士の話し合いで決定させている。 

なお、これらのプロジェクトマネジメント活動は、先の図 2-1 で示したグループ内の「協同

学習」とともに、同図内で例えば（G1,G4 共通）や(G4 と協力)などで示したようにグループ

間でお互いに共有化・調整をさせることを意図した「協働管理」をするステップを予め設計

していることが、プロジェクトマネジメント活動の特色といえる。 

それでは、以下に各グループが担当する職務内容（学習内容）を、図 2-1 の全体授業計画と

関連づけて説明する。 

 

4.1 G1ビジネスモデルが担当する職務内容と学習内容 
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 G1 は、前述した「プログラムミッションステイトメント」の方針に基づいて、マルチサイ

ド・プラットフォーム(MSP)のビジネスモデルに準拠させて、それぞれのプラットフォームと

アプリケーションソフトの新製品サービス企画のテーマを、各チームが独自のテーマを設定

することを主導して、このビジネスモデルを具体化する役割を担う。 

例えば、2020 年度後期の授業では、SDGs（持続可能な開発目標）の観点から「フードロス

低減」の仮想プログラムマネジメントを想定した、MSP のビジネスモデルを取り上げた。農

家・農協では、従来、規格外品として扱われる農産物（これを「余剰食材」と呼ぶ）が、1 割

余りが定常的に発生し、食べられるのに実際には市場に流通することなく廃棄され続けてい

る社会問題が生じている。このような余剰食材を、高付加価値を付けて魅力的な「SDGs 野菜

たっぷり弁当」としてのレシピを企画提案する。そして、学生食堂などで製造・販売するこ

とを、仮想プログラムマネジメントのケーススタディとしてシナリオ化した。 

実際に、産学連携による「SDGs フードロス新生プロジェクト」として、青山学院大学玉木

研究室の学生チームが、本学青山キャンパスの学生食堂で「SDGs 野菜たっぷり弁当」の販売

キャンペーンを、2021 年 11 月に企画・実施させていただいたことが、仮想プログラムマネジ

メントとして、この「グローバル製品戦略Ⅱ」のための授業シナリオづくりに役立ってい

る。MSP のビジネスモデルをテーマ設定する事例紹介の参考教材として、季節ごとに様々な

種類の余剰野菜を出品する農家・農協側と、SDGs 野菜たっぷり弁当／定食のレシピに応じ

て、野菜を発注・購入したい学生食堂側を相互に結ぶプラットフォームと、さらに出品と発

注・購入などの販売管理を司るアプリケーションソフトの新製品サービス企画を行うこと

を、仮想プログラムマネジメントのケーススタディをシナリオとして解説した。 

このケーススタディをシナリオ化して、受講生に提示する意義について述べる。前述した

「プログラムミッションステイトメント」の方針に基づいて、各チームが、新製品サービス

企画のテーマを設定する際に、上述した「SDGs フードロス」が発生するサプライチェーンの

中で、各チームは、どのチェーンに焦点を当てて、フードロス低減の社会課題解決を目指

す、MSP ビジネスモデルの事業コンセプト企画をしていけばよいかのヒントになる。 

SDGs 経営の社会的な要請が高まる中で、 5 年後、10 年後にも持続可能なビジネスモデル

を考案することで、長い時間軸でビジネスを俯瞰する能力を育成することを、G1 の教育目標

の一つとしている。具体的な教育内容として、それぞれのチームが、設定したテーマの新製

品サービス企画を、ビジネスモデルの主要手法である、ビジネスプロセスモデル図表や、ビ

ジネスモデルキャンバス図表、収益モデル図表を作成して、MSP ビジネスモデルを具体化し

ていく。自らが設定した未来の潜在的なターゲット顧客に対して、ICT を活用した MSP の最

新事例を理解した上で、自社の仮想プログラムの MSP ビジネスモデルに、SDGs 視点を加味

した社会課題解決の提案をできることを、教育目標としている。 

 

4.2 G2 製品企画とプロモーションが担当する職務内容と学習内容 
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ペルソナ分析などを通して、顧客ターゲット像を明確化し、その顧客のライフスタイルシ

ーンを TPO (Time, Place, Occasion)の観点から捉えて、生活環境シーンを想像する。各チーム

が選定したそれぞれのプラットフォームとアプリケーションソフトの新製品サービス企画の

テーマに対して、G3 が考案する製品アーキテクチャに関する機能的・物理的・機構的な価

値、競合他社に対して、G2 は、差別化価値、さらに共創価値や感動価値などの多面性を考慮

した、新製品サービス企画へと進化させる。 

販売戦略やプロモーションの新規性については、従来の消費者購買意思決定プロセスに対

して、事前・事中・事後サービスへと、サービスマネジメントをさらに拡張した概念で捉え

直していることである。 

さらに、コンテンツマーケティングとして、未来の潜在的なターゲット顧客を想定させ、

その顧客に対して、事前・事中・事後サービスにそれぞれ対応したタッチポイント（顧客接

点）をいくつか想定していく。そして、それぞれのタッチポイントに対応して、どのような

メディアや、コンテンツを、それぞれのターゲット顧客の嗜好を考慮した上で、顧客に提示

するコンテンツマーケティング戦略を考案させる。例えば、プロモーション用の Web サイト

におけるメインページへの顧客誘導や、顧客にとって魅力的に映るブランド要素を掴むな

ど、最新のコンテンツマーケティング戦略の先進事例調査も行わせている。 

的確な顧客ターゲットの設定や、自社の競争戦略力の向上、時代に応じたコンテンツマー

マーケティング志向のプロモーションを含めて、新たなマーケティング動向を捉えて、マー

ケティング戦略のプロジェクトマネジメントができる人材を育成することが教育目標であ

る。   

 

4.3 G3スマート製品サービスが担当する職務内容と学習内容 

 まず、スマート製品サービスとして、メカニズム（機構）・エレキ（制御）・ソフトからな

る製品アーキテクチャとしての製品理解をさせる必要がある。次に、ターゲット顧客がその

スマート製品を使用している状況を「事中サービスのプロセス」として捉える。そのプロセ

スに沿ったそれぞれのコンタクトポイントに対応した、ターゲット顧客に提供するサービス

する手段として「アプリケーションソフト」の新製品サービス企画を考案させる（G3 と G2

の協働管理）。 

 その事中サービス時に、ユーザー（ターゲット顧客）が携帯しているスマートフォン内や

モバイル端末内のモニター画面の中で、そのサービスプロセスに沿って表示・入力・検索・

参照する「画面コンテンツの遷移」を設計する（G3 と G4 の協働管理）。なお、「画面コン

テンツの遷移」の設計には、文字情報のコンテンツのみでなく、動画情報や音声情報もコン

テンツに含まれることにした。 

 スマート製品の製品アーキテクチャとしての製品理解をした上で、スマート製品に内蔵して

いるソフト（OS とミドルウェア）と連動して、後付けで提供する「アプリケーションソフ

ト」の新製品サービス企画をさせた。 
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さらに、表示・入力・検索・参照する「画面コンテンツの遷移」の設計時には、サービス

プロセスに沿ってユーザー自身の操作や、スマート製品内のアプリケーションソフトの動

作、さらにプラットフォーム側のデータ収集・蓄積・解析・フィードバックなどを相互に連

携して、プラットフォーム側の情報処理システムに対応づけたアルゴリズムの設計ができる

ことが、G3 の教育目標である。   

 

4.4 G4 プラットフォームマネジメントが担当する職務内容と学習内容 

2015 年度から 2016 年度までは、前記の G1～G 3 の３つのプロジェクトのみで、グループ

ワーク演習を設計していた。最近、様々なプラットフォーム事業が創生していることと、そ

の中でも MSP ビジネスモデルが重要な役割を担っていることを踏まえて、2017 年度から G4

を新たに加えて、プラットフォームマネジメントの事業企画の業務を主に担当させることに

した。 

（G3 と連携）することを前提として、G4 のプラットフォームマネジメント側では、新製

品サービス企画をするアプリケーションソフトを、個々の嗜好をもつターゲット顧客（ユー

ザー）にどのようにダウンロードさせるのか、さらにその後で個々のユーザーの使用データ

の収集・蓄積、その蓄積データのデータベースマネジメント、蓄積データ解析に対応したオ

ペレーション処理プロセスなど、相互に関連づけたアルゴリズム設計ができることを、G4 の

教育目標とした。 

なお、G3 と G4 の担当業務は、3S モデルのサービスモデル（Service：事業の運営と成果の

獲得）の一部に関係している。 

 

５．オンライン授業に向けたハイブリッド型学習プラットフォームのシステム概念提案とグ

ループワーク演習のシステムの要件検討   

5.1 大学オンライン授業に関する現状把握と学習環境の未整備に関する問題提起 

従来の大学の対面型の授業形態には、すでに多くのタイプが導入されている（後述する図

5-1 の左側の「従来の学習環境」を参照）。例えば、対面型の授業形態のタイプには、講義、

実習、実験、ゼミナール演習と研究指導、PBLや ALなどを取り入れたグループワーク演習、

実技訓練、学外・社会体験学習などの様々な学習形態が実施されている。海外の大学の中に

は、オンライン授業支援する技術職員をサポートする組織体制が充実してところが少なくな

い。しかし、日本の大学教育では、それらの授業設計・開発・実施・評価の職責が、担当教

員と TAなどの属人的な経験的知識や技能に任されていてことが問題点の一つとして考えられ

る。 

 

従来は対面型の授業形態に慣れていた大学教員が、コロナ禍の影響により、2020 年度前期

にはオンライン授業に関する専門的な教育技法や学習環境システムを運用する技能などの訓
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練を十分体得する準備期間がないまま、多くの大学でオンライン授業がスタートした。2020

年度の後期もオンライン授業形態が継続している大学が多くある。 

これらのオンライン授業に慣れていない教員側の問題点として、高度な授業形態には対応

できなかったことがあげられる。つまり、多くの科目が講義型の授業形態に限定される傾向

になったと思われる。あるいは、Web会議システムを活用した同期型オンライン授業では、双

方向で、動的なディスカッションには対応できない問題が生じた。特に、ゼミナール演習時

には、多数の学習者が参加している場合には、ゆきとどいた研究指導はできない問題が生じ

た。つまり、従来の対面型で行われていた授業形態と比較して、2020 年度のオンライン授業

への移行は、多くの大学教育において「教育の質向上と質保証」の面から大きく後退したと

のではなきかという問題提起をしたい。 

 

なお、本論では、オンライン授業の学習効果をすべて否定する立場をとるのではなく、コ

ロナ禍の影響を受けても遠隔授業を実施することにより教育活動を継続できたことや、コロ

ナ禍の影響を受けてすでに自分の地元に戻った学生にとっては遠隔授業を受講できる機会を

開いたのは、オンライン授業のメリットとして注目すべきものである。 

 

その他に大学側や職員側の問題として、オンライン授業の学習環境システムは未整備とい

う現状がある。さらに、オンライン授業をサポートできる専門技能をもった職員の人材育成

がほぼ進んでいない実情がある。そのような状況下では、教員や TA側にとっては、なかなか

高度で複雑な授業形態を、オンライン授業には挑戦できない問題がこれからの未解決のまま

続く可能性がある。 

  

一方、受講側の大学生にとっての問題は、今まで初等・中等教育では未経験であったオン

ライン授業に、2020 年度の前期からいきなり取り組み始めたことから、オンライン授業にス

トレスを感じる学生も少なくなかった。特に、オンライン授業を始めた新学期の頃には、自

宅における ICT環境の未整備や、独自の PCや周辺機器さらに学習ツールを購入していない場

合、あるいはそれらを使いこなせる技能訓練を受けていないなど、様々な問題が発生した。 

 

今後、これからのニューノーマルの新時代には、大人数の対面型の伝統的授業は今後開講

ではもはや対処できないことが想定される。前章まででは高度で複雑なグループワーク演習

の新たな教育方法を提案したが、以上述べてきた問題提起を受けて、その他の多様な授業形

態も含めて実現できる、対面型とオンライン型の双方を組み合わせて実施できる学習環境シ

ステムの開発が必要不可欠であると考えた。次節でそれらの解決策の一助としてハイブリッ

ド型学習プラットフォームのシステム概念を提示したい。 

 

5.2 ハイブリッド型学習プラットフォームのシステム概念の提案 
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そこで本節では、「オンライン型と対面型」の組合せ、さらにオンラインの中でも「同期

型（リアルオンライン）と非同期型（オンデマンド）」の組合せを、統合化した新たな学習

環境の整備に向けて、「ハイブリッド型学習プラットフォーム」のシステム概念を提示す

る。図 5-1 で表現したいことは、図の左側の「従来の学習環境」は対面・同期型への対応、一

方、図の右側の「ICT（情報通信技術）学習環境」はオンライン授業の同期・非同期型への対

応で、それらの双方の授業形態を実現する学習環境基盤が、図の中央に示す「ハイブリッド

型学習プラットフォーム」のシステム概念である。この学習プラットフォームの特色は、複

数の「科目群／コース群」のラインアップを総合的に学習管理ができることと、PBL や AL

などを含む高度な授業形態にも対応できること、それらの授業の中で使用されるデジタル教

材が各種のメディア／コンテンツで製作されているものにも対応できるなど、新たな学習環

境の研究開発と実証を目指していることである。 

 

そのシステム概念の構成要素として、以下に示す各種のサブ学習環境システムを、相互に

連携させていきたい。まず、そのサブ学習環境システムの中核になるのが、「学習管理シス

テム(LMS: Learning Management System)」である。この LMS の主要機能には、非同期型オン

デマンドを主に対象とするもので、科目情報や受講者の管理、デジタル教材の登録・配信、

受講者の学習履歴データ、学習者の成績評価データなどの総合管理が含まれる。 

次に、「ウィキ（Wiki）」とは、一般的には不特定多数のユーザーが共同してウェブブラ

ウザから直接コンテンツを編集するウェブサイトのことを言う。本論文でいう「Wiki システ 

 

 
図 5-1  ハイブリッド型学習プラットフォームのシステム概念のイメージ図 

出所：佐久田博司氏による作成 
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ム」の主要機能は、ある専門科目の授業内で取り上げられる専門用語や概念のリストを作成

し、それぞれに対応した解説リストを、前述した各種のメディア／コンテンツを利用して登

録しておくことができる。そして、LMS と Wiki システムとを連動させることで、各受講者の

学習行動プロセスの中で、必要に応じた専門用語・概念を検索・参照することができ、深い

自己学習へと誘導することが可能になる。さらに、「Wiki システム」を多くの「科目群／コ

ース群」へと併用していくことで、学際的な専門家の集合知が自然と増殖してける可能性を

開くことができる。 

ウェビナーサーバは、リアルオンライン授業で活用された各種の「Web 会議システム」を

統合化管理するためのものである。現在、日本の大学や企業で使われている Web 会議システ

ムには、Zoom ビデオコミュニケーションズが提供するクラウドコンピューティングを使用し

た「Zoom」会議システムや、Microsoft の「Teams」、Cisco の「Webex Meetings」がある。 

実際に、2021 年度後期の「グローバル製品戦略Ⅱ」のグループワーク演習時には、講師と

TA、ならびに全受講者が、相互に遠隔地から「Teams」を活用して、オンラインによる講義

と、Teams の機能であるデジタル・ホワイトボード機能（遠隔地に所在する複数のユーザー

が、同時にデジタルコンテンツを共同制作できる機能）を使ってグループワークを行った。

しかし、後述するように、グループワーク演習の授業運営に関しては、現状の LMS と Web

会議システムを、バラバラに活用しても協同学習の実施や学習支援が非常に難しいことがわ

かった。つまり、教育リスクの問題として、授業期間中に離脱者が続出したことと、グルー

プワーク時にフリーライダーが生じている実態を把握できない、という問題を発見した。し

たがって、この「ハイブリッド型学習プラットフォーム」の研究開発は必要不可欠であるこ

とを確信するに至った。 

新目・玉木[8]は、本研究で研究対象とした「グローバル製品戦略Ⅱ」を同様に取り上げ

て、授業に関するリスクを、授業期間の途中での授業離脱とグループワーク実習のフリーラ

イダーを捉えて、このリスクの低減を図るために P2Mを応用した教育組織マネジメントによ

るレジリエンス向上を検討した。 P2M標準ガイドブックでは、リスクマネジメントを以下 3

種類に分類している。なお、レジリエンス（Resilience）とは、一般的には「変化に対処す

る能力」のことをいう。 

(1)プログラムそのものが持つリスク  

(2)ミッション実現の全体のプロセスにおけるリスク  

(3)個々のプロジェクトのリスクがプログラムにもたらすインパクト  

そこで、PBL型授業の実施時に P2Mを応用した教育組織内のレジリエンス向上を、プログ 

ラム組織に関わるものと、プロジェクト組織に関わるものに分けて考察し、リスクマネジメ 

ントも含む P2Mを応用した教育組織をマネジメントする際に、レジリエンス低下という課題 

に取り組む場合に留意すべき点を検討した。 
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AI（人工知能）学習管理の主要機能は、大規模授業で多くの受講者への教育指導や学習支

援、あるいは遠隔授業の場合には、今まで培ってきた教育ノウハウや技術を、AI に機械学習

をさせて、教育組織の授業運営や成績評価をサポートしてもらうことが有効だと考える。本

論では、この AI 学習管理の主要機能として、受講者の学習振り返り（リフレレクション）の

支援、質疑応答などの学習支援、問題解答やレポート採点などの支援、学生の成績評価処理

の支援などを考えている。 

 

６．総括 

 産学連携により、P2M に対応し、かつ「プロジェクト型学習 (PBL)」と「アクティブラーニン

グ(AL)」の双方とを融合した「未来戦略デザイン・ビジネスプロデューサー」のグループワー

ク実習の新たな教育方法を考案した。その教育方法を、青山学院大学経営学の専門科目の一つ

として取り入れ、授業設計、教材製作、学習支援、授業評価などの研究開発と実証に取り組ん

できた。 

 講師側から、受講者に対して、3S モデルのスキームモデルの前提となる「プログラムミッションステイ

トメント」を提示した。仮想プログラム／プロジェクトマネジメントを想定して、自社の立場として、PBL の

ケーススタディのテーマは、スマート製品サービスとプラットフォームとを組み合わせて、双方のサービ

スを実現するための「アプリケーションソフト」を製品サービス企画するマルチサイド・プラットフォーム

(MSP)のプラットフォーマー企業の役割を担うことにした。 

  受講生は、チームごとに「プログラムミッションステイトメント」を達成する事業部門（以降、グループ）

に属し、経営企画部門（G1 ビジネスモデル）、マーケティング部門（G2 製品サービス企画とプロモー

ション）、製品開発部門（G3 スマート製品サービス）、情報システム部門（G4 プラットフォームマネジメ

ント）の何れかの業務を担い、AL による協同学習と協働管理を進めた。 

 「未来戦略デザイン・ビジネスプロデューサー」の教育目標は、プログラムマネジメントとプロジェクト

マネジメント活動の集大成として、MSP ビジモデルに基づいて、チーム・グループ別に「事業構想書」

を編纂し、成果物として提出できることとした。 

 

 これからのニューノーマル新時代に向けて、「オンライン授業と対面」の組合せ、さらにオンラインの

中でも「同期型（リアルオンライン）と非同期型（オンデマンド）」の組合せを、総合的に統合化した新た

な学習環境の整備に向けて、「ハイブリッド型学習プラットフォーム」のシステム概念を提案した。 

ハイブリッド型の教育方法や学習プラットフォームの研究開発は、やっと第一歩を踏み出し

たところである。将来に向けた重要課題の一つは、以上述べてきたことを実践できる専門家育

成プログラム自体の研究開発と、育成した人材の適材配置をしていくことが望まれる。 

 

謝辞 

 本研究は、青山学院大学「2020年度 情報メディアセンター研究プロジェクト基金（研究代

表者 玉木欽也）」、青山学院大学経営学部「2020年度 グローバル・ビジネス研究所 研究プロ



Journal of IAP2M  K TAMAKI, et al.     
 

Vol.15 No.2 (Mar., 2021) 
 

99 

ジェクト基金（研究代表者 玉木欽也）」による助成を受けて進められている。 

 

参考文献 

[1] 玉木欽也編著『スマート製品サービスとプラットフォーム・サービスの「未来戦略デザイ

ン・プロデューサー」』博進堂、2019 年 

[2] 文部科学省：「新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校教育、大学教 育、

大学入学者選抜の一体的改革について」（中央教育審議会答申）、2012 

[3] 溝上慎一『アクティブラーニングと教授学習パラダイムの転換』東信堂、2014 

[4] 吉田 邦夫、山本 秀男「イノベーションを確実に遂行する 実践プログラムマネジメン

ト」、p.29, pp.30-31, pp.35-36、日刊工業新聞社、2014  

[5] 日本プロジェクトマネジメント協会編著『初版 P2M プログラム＆プロジェクトマネジ

メント標準ガイドブック』日本能率協会マネジメントセンター、2007 

[6] 日本プロジェクトマネジメント協会編著『改訂 3 版 P2M プログラム＆プロジェクトマ

ネジメント標準ガイドブック』日本能率協会マネジメントセンター、2014 

[7] 玉木欽也『ビジネスモデル・イノベーション』中央経済社、2018 

[8] 新目真紀、玉木欽也「P2M を応用した教育組織マネジメントのレジリエンス向上効果に関

する考察」、Journal of International Association of P2M Vol.14 No.1, pp.264-280, 2019 

 

査読 2020 年 12 月 25 日 

受理 2021 年 3 月 15 日 


	国際P2M学会
	TSNTA21_掲載できるか未定.pdf


<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


